
議案第４０号 

   さいたま市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

  平成２６年２月７日提出

さいたま市長 清 水 勇 人

   さいたま市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（さいたま市職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 さいたま市職員の給与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４２号）

の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（初任給、昇格、昇給等の基準） （初任給、昇格、昇給等の基準）

第４条 ［略］ 第４条 ［略］

２～６ ［略］ ２～６ ［略］

７ 第５項の規定により職員（第９項の適用を受け

る職員を除く。以下この項において同じ。）を昇

給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給

数は、同項に規定する期間の全部を良好な成績で

勤務した職員の昇給の号給数を４号給（行政職給

料表の適用を受ける職員でその職務の級が５級以

上であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受

ける職員でその職務の級がこれに相当するものと

して人事委員会規則で定める職員にあっては、３

号給）とすることを標準として人事委員会規則で

定める基準に従い決定するものとする。ただし、

育児短時間勤務職員等の給料月額については、そ

の者の受ける号給に応じた額に、算出率を乗じて

得た額とする。

７ 第５項の規定により職員を昇給させるか否か及

び昇給させる場合の昇給の号給数は、同項に規定

する期間の全部を良好な成績で勤務した職員の昇

給の号給数を４号給（行政職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が５級以上であるもの及び

同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職

務の級がこれに相当するものとして人事委員会規

則で定める職員にあっては、３号給）とすること

を標準として人事委員会規則で定める基準に従い

決定するものとする。ただし、育児短時間勤務職

員等の給料月額については、その者の受ける号給

に応じた額に、算出率を乗じて得た額とする。

８ 医療職給料表 の適用を受ける職員のうち、５

６歳以上の年齢で人事委員会規則で定めるものを

超える職員に関する前項の規定の適用については、

同項中「４号給（行政職給料表の適用を受ける職

員でその職務の級が５級以上であるもの及び同表

以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の

８ ５５歳（人事委員会規則で定める職員にあって

は、５６歳以上の年齢で人事委員会規則で定める

もの）を超える職員に関する前項の規定の適用に

ついては、同項中「４号給（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が５級以上であるも

の及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員で
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級がこれに相当するものとして人事委員会規則で

定める職員にあっては、３号給）」とあるのは、

「２号給」とする。

９ ５５歳を超える職員（医療職給料表 の適用を

受ける職員を除く。）の第５項の規定による昇給

は、同項に規定する期間におけるその者の勤務成

績が極めて良好又は特に良好である場合に限り行

うものとし、昇給させる場合の昇給の号給数は、

勤務成績に応じて人事委員会規則で定める基準に

従い決定するものとする。ただし、育児短時間勤

務職員等の給料月額については、その者の受ける

号給に応じた額に、算出率を乗じて得た額とする。

その職務の級がこれに相当するものとして人事委

員会規則で定める職員にあっては、３号給）」と

あるのは、「２号給」とする。

１０ ［略］ ９ ［略］

１１ ［略］ １０ ［略］

１２ ［略］ １１ ［略］

１３ ［略］ １２ ［略］

第４条の２ 再任用職員で法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再

任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、

前条第１３項の規定にかかわらず、同項の規定に

よる給料月額に、勤務時間条例第２条第３項の規

定により定められたその者の勤務時間を同条第１

項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得

た額とする。

第４条の２ 再任用職員で法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再

任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、

前条第１２項の規定にかかわらず、同項の規定に

よる給料月額に、勤務時間条例第２条第３項の規

定により定められたその者の勤務時間を同条第１

項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得

た額とする。

（住居手当） （住居手当）

第１４条 住居手当は、次の各号のいずれかに該当

する職員に支給する。

 自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号に

おいて同じ。）を借り受け、月額１万２，００

０円を超える家賃（使用料を含む。以下同じ。

）を支払っている職員（有料宿舎を貸与され、

使用料を支払っている職員その他規則で定める

職員を除く。）

第１４条 住居手当は、次の各号のいずれかに該当

する職員に支給する。

 自ら居住するため住宅（貸間を含む。第３号

において同じ。）を借り受け、月額１万２，０

００円を超える家賃（使用料を含む。以下同じ。

  ）を支払っている職員（有料宿舎を貸与され、

使用料を支払っている職員その他規則で定める

職員を除く。）

 自らの所有に係る住宅（規則で定めるこれに

準ずる住宅を含む。）に居住している職員（規

則で定める職員を除く。）

 第１６条第１項又は第３項の規定により単身

赴任手当を支給される職員で、配偶者が居住す

るための住宅（有料宿舎その他規則で定める住

宅を除く。）を借り受け、月額１万２，０００

円を超える家賃を支払っているもの又はこれら

のものとの権衡上必要があると認められるもの

として規則で定めるもの

 第１６条第１項又は第３項の規定により単身

赴任手当を支給される職員（以下「単身赴任手

当支給職員」という。）で、配偶者が居住する

ための住宅（有料宿舎その他規則で定める住宅

を除く。）を借り受け、月額１万２，０００円

を超える家賃を支払っているもの又はこれらの

ものとの権衡上必要があると認められるものと

して規則で定めるもの

 単身赴任手当支給職員で、自らの所有に係る

住宅に配偶者が居住しているもの（当該職員が

当該住宅に居住しているとした場合に第２号の

規定に該当することとなるもの又はこれらのも
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のとの権衡上必要があると認められるものとし

て規則で定めるものに限る。）

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区

分に応じて、当該各号に掲げる額（当該各号のい

ずれにも該当する職員にあっては、当該各号に掲

げる額の合計額）とする。

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区

分に応じて、当該各号に掲げる額（第１号又は第

２号に掲げる職員のうち第３号又は第４号に掲げ

る職員でもあるものについては、第１号又は第２

号に掲げる額及び第３号又は第４号に掲げる額の

合計額）とする。

 ［略］  ［略］

 前項第２号に掲げる職員 ６，５００円

 前項第２号に掲げる職員 前号の規定の例に

より算出した額の２分の１に相当する額（その

額に１００円未満の端数を生じたときは、これ

を切り捨てた額）

 前項第３号に掲げる職員 第１号の規定の例

により算出した額の２分の１に相当する額（そ

の額に１００円未満の端数を生じたときは、こ

れを切り捨てた額）

 前項第４号に掲げる職員 ３，２００円

３ ［略］ ３ ［略］

（さいたま市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 さいたま市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成１９年さい

たま市条例第２号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

附 則

１～７ ［略］

（給料の切替えに伴う経過措置）

８ 切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用

を受ける職員（次項及び第１０項の規定の適用を

受ける職員を除く。）で、その者の受ける給料月

額が同日において受けていた給料月額（規則で定

める職員にあっては、当該給料月額とさいたま市

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（平成２１年さいたま市条例第４６号）第１条の

規定による改正後のさいたま市職員の給与に関す

る条例別表第１並びに別表第２イ及びウの表に定

める額との権衡を考慮し、市長が別に定める額）

に達しないこととなる職員（人事委員会規則で定

める職員を除く。）には、平成２７年３月３１日

までの間、給料月額のほか、その差額に相当する

附 則

１～７ ［略］

（給料の切替えに伴う経過措置）

８ 切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用

を受ける職員（次項及び第１０項の規定の適用を

受ける職員を除く。）で、その者の受ける給料月

額が同日において受けていた給料月額（規則で定

める職員にあっては、当該給料月額とさいたま市

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（平成２１年さいたま市条例第４６号）第１条の

規定による改正後のさいたま市職員の給与に関す

る条例別表第１並びに別表第２イ及びウの表に定

める額との権衡を考慮し、市長が別に定める額）

に達しないこととなる職員（人事委員会規則で定

める職員を除く。）には、給料月額のほか、その

差額に相当する額を給料として支給する。
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額を給料として支給する。

９ 切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用

を受ける職員（規則で定める職員（次項の規定の

適用を受ける職員を除く。）に限る。）で、その

者の受ける給料月額が前項の市長が別に定める額

とさいたま市職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例（平成２２年さいたま市条例第５２

号）第１条の規定による改正後のさいたま市職員

の給与に関する条例別表第１並びに別表第２イ及

びウの表に定める額並びに同条例附則第３２項第

１号の規定により減ずる額との権衡を考慮し、市

長が別に定める額に達しないこととなる職員（人

事委員会規則で定める職員を除く。）には、平成

２７年３月３１日までの間、給料月額のほか、そ

の差額に相当する額を給料として支給する。

１０ 切替日の前日から引き続き同一の給料表の適

用を受ける職員（規則で定める職員に限る。）

で、その者の受ける給料月額が前項の市長が別に

定める額とさいたま市職員の給与に関する条例等

の一部を改正する条例（平成２３年さいたま市条

例第４１号）第１条の規定による改正後のさいた

ま市職員の給与に関する条例別表第１並びに別表

第２イ及びウの表に定める額並びに同条例附則第

３２項第１号の規定により減ずる額との権衡を考

慮し、市長が別に定める額に達しないこととなる

職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）に

は、平成２７年３月３１日までの間、給料月額の

ほか、その差額に相当する額を給料として支給す

る。

９ 切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用

を受ける職員（規則で定める職員（次項の規定の

適用を受ける職員を除く。）に限る。）で、その

者の受ける給料月額が前項の市長が別に定める額

とさいたま市職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例（平成２２年さいたま市条例第５２

号）第１条の規定による改正後のさいたま市職員

の給与に関する条例別表第１並びに別表第２イ及

びウの表に定める額並びに同条例附則第３２項第

１号の規定により減ずる額との権衡を考慮し、市

長が別に定める額に達しないこととなる職員（人

事委員会規則で定める職員を除く。）には、給料

月額のほか、その差額に相当する額を給料として

支給する。

１０ 切替日の前日から引き続き同一の給料表の適

用を受ける職員（規則で定める職員に限る。）

で、その者の受ける給料月額が前項の市長が別に

定める額とさいたま市職員の給与に関する条例等

の一部を改正する条例（平成２３年さいたま市条

例第４１号）第１条の規定による改正後のさいた

ま市職員の給与に関する条例別表第１並びに別表

第２イ及びウの表に定める額並びに同条例附則第

３２項第１号の規定により減ずる額との権衡を考

慮し、市長が別に定める額に達しないこととなる

職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）に

は、給料月額のほか、その差額に相当する額を給

料として支給する。

１１～１６ ［略］ １１～１６ ［略］

附 則

（施行期日）

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。

 第２条の規定 公布の日

 第１条中さいたま市職員の給与に関する条例第１４条の改正及び次項の規定 

平成２６年４月１日

 第１条中さいたま市職員の給与に関する条例第４条及び第４条の２の改正 平

成２７年４月１日

 （住居手当に関する経過措置） 

２ 平成２６年４月１日から平成２８年３月３１日までの間は、この条例による改正

前のさいたま市職員の給与に関する条例第１４条第１項第２号又は第４号の規定に
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より平成２６年３月に係る住居手当を支給される職員で同月１日から引き続き当該

住居手当の支給に係る住宅に自ら又は配偶者若しくは子が居住しているもの（規則

で定めるこれに準ずる職員を含む。）については、同条第１項及び第２項の規定は、

なおその効力を有する。この場合において、同条第２項第２号中「６，５００円」

とあるのは、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間にあっては「

４，５００円」と、同年４月１日から平成２８年３月３１日までの間にあっては「

２，５００円」と、同項第４号中「３，２００円」とあるのは、平成２６年４月１

日から平成２７年３月３１日までの間にあっては「２，２００円」と、同年４月１

日から平成２８年３月３１日までの間にあっては「１，２００円」とする。
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